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エコノミスト！一問一答！ 

テーマ：今、いちばん気になる統計は？ 

 

○「７－９月期の経済成長率」 

主席エコノミスト：永濱 利廣 

 

 

○「欧州の期待インフレ率」 

主席エコノミスト：田中 理 

 

○「米自動車販売台数」  

副主任エコノミスト：藤代 宏一 

今年の年末に、安倍首相が来年 10月から消費税率引き上げを行うかどうかの最終判断を行います。

その際、最も重要視されるといわれている統計が７－９月期の経済成長率です。具体的には、１次速

報値が 11月 17日（月）、２次速報値が 12月 8日（月）に公表されます。日本の経済成長率目標は、

他の先進国を参考に名目３％、実質２％とされています。しかし、７－９月期の経済成長率が前期比

年率で＋２％を超えたからといって、簡単に消費税率引き上げの判断はできないでしょう。４－６月

期は駆け込み需要の反動で実力以上に経済活動水準が落ちているからです。仮に駆け込みと反動を均

した１－６月期の水準から前期比年率＋２％を超えるためには、７－９月期に６％近い成長が必要と

なります。いずれにせよ、７－９月期の経済成長率を受けた安倍首相の判断に注目です。 

 

債務危機をどうにか克服した欧州経済ですが、低成長と低インフレが続いており、バブル崩壊後の

日本と同様に長期の経済停滞やデフレ（物価の持続的な下落）に陥ることを懸念する声も聞かれます。

ユーロ圏内で金融政策運営を担う欧州中央銀行（ＥＣＢ）は、足許の物価上昇率の鈍化が一時的な要

因で、個人や企業が予想する中期的な物価上昇率（期待インフレ率）の安定が崩れていないことを理

由に、ユーロ圏が日本型のデフレ危機に陥ることはないと主張してきました。ところが、足許で期待

インフレ率の安定が崩れかけています。日本の経験が物語る通り、デフレは一度陥ると抜け出すこと

が難しい厄介な病巣です。ユーロ圏がデフレ入りを回避できるか、その行方から目が離せません。 

 

 

世界景気を左右する米個人消費の真の強さを判断するには「贅沢品（≒選択的支出）」の動向が重

要となります。そうした観点から筆者は自動車販売台数を特に注目。自動車販売台数はリーマン・シ

ョック後にピーク時の半分程度まで落ち込みましたが、2009 年前半に底を打つと、その後も回復を

続け、今年８月には約 1750 万台ペースに到達。これは景気後退前と同水準です。そして、この間に

米雇用者数も過去最高を更新し続けています。至極当然ですが、この事実は「就職してクルマを買っ

た」という極めてわかり易いメッセージを発しています。米雇用者数と自動車販売台数の増加は今後

も続く見込みで、これらは日本の自動車関連産業を中心に幅広く恩恵をもたらすでしょう。 

 


